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研究要旨 

 2021 年 5 月の世界保健機関（WHO）の第 74 回世界保健総会にて、口腔保健の決議が採択された。

これは世界的に強かった「う蝕は減った」というイメージがが、Lancet 誌での報告などであらため

られたことが重要な契機となっている。日本でもこうしたことは当てはまるのか、データに基づい

て科学的・客観的に検討することは、う蝕予防の意義を考えるうえで欠かせない。そこで本研究で

は、う蝕の日本における疾病負担の考察に資するデータを整理し、その予防に集団フッ化物洗口が

どのように寄与するか整理した。その結果、日本においても子どものう蝕の有病状況は他の疾患に

比較して多く、歯科疾患の高い国民医療費が観察された。さらに高齢者におけるう蝕の増加、成人

においては３割もの人が未処置のう蝕を有していること、そしてう蝕の健康格差が報告されていた。

集団フッ化物洗口の効果としては、フッ化物配合歯磨剤が普及した近年においても大きなう蝕予防

効果を示すこと、子どもの頃の洗口が成人期における少ないう蝕経験につながっていること、フッ

化物でう蝕の健康格差が減少することが報告されていた。近年の日本においてもう蝕は重要な健康

課題であり、集団フッ化物洗口の一層の普及が求められる。 

 

 

Ａ．研究目的 

 2021年5月の世界保健機関（WHO）の第74回世

界保健総会にて、口腔保健の決議が採択された

[1, 2]。これは世界疾病負担研究で約300の疾

病・状態のなかで永久歯の未処置う蝕が最も有

病率が高いことが報告されたことが大きな契機

となっている[3, 4]。これにより、世界的に強

かった「う蝕は減った」というイメージがあら

ためられた面がある。実際、歯科疫学の教科書

の中では『過去40年の間に口腔疾患の有病率が

減少したという広く信じられていることは、見

直す必要がある。（中略）この仮説は、少数の

高所得国の小規模なデータセットを分析した研

究に基づいており、そのほとんどが12歳の子供

を対象としたものである。この仮説は、公衆衛

生政策立案者に口腔疾患の予防と治療を軽視さ

せる誤解を与えている。』（相田訳）[5]とされ

ており、データと幅広い視点に基づいた状況の

把握と解釈の重要性が分かる。 

 こうした状況が現在の日本でも当てはまるの

か、データに基づいて科学的・客観的に検討す

ることは、日本におけるう蝕予防の意義を考え

るうえで欠かせない。そこで本研究では、う蝕

の日本における疾病負担の考察に資するデータ

を整理し、その予防に集団フッ化物洗口がどの

ように寄与するか整理した。 

 

Ｂ．研究方法 

国から出されている公的統計データおよび文

献レビューにより、う蝕の疾病負担に関するデ

ータおよび幼稚園・保育園・こども園・学校な

どにおける集団フッ化物洗口の有効性に館数r

データを抽出し、整理した。公的統計データと

しては歯科疾患実態調査、学校保健統計調査、
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国民医療費のデータを用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

既に公開されている情報を用いてレビューを

行う研究であるため、倫理的な問題はないため、

研究倫理の審査には該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．なぜ今、う蝕予防が必要なのか 

う蝕の重要性については次のようにまとめら

れた。 

 

 近年、歯科疾患が及ぼす様々な影響が世界的

に再認識されるようになり、2021 年 5月の世界

保健機関（WHO）の第 74回世界保健総会にて、

口腔保健の決議が採択された[1, 2]。 

 しかしながら、日本を含む先進国では、1970

年代ごろからう蝕は減少していることが強調

され、「子どものう蝕は減ったので「う蝕対策は

必要ない」」といった、誤解を生んでいる可能性

があることが国際的に指摘されている[5]。日

本において、なぜ今、う蝕予防が必要なのか、

この理由は下表のようにまとめられる。 

 

・以前より減ったとはいえ、子どものう蝕はい

まだに他の疾患よりも多い（図１）。 

・有病率の高い歯科疾患は、子どもの医療費で

は上位である（図２）。 

・子どものう蝕は減っているが、高齢者では増

えており（図３）治療が必要なう蝕を 

 有している人の割合は全年齢を通じて高い

（図４）ことから、若いころからの予防 

 が必要である。 

・経済状況が悪いほどう蝕の経験が多いという

健康格差が認められる（図５）。 

 

 

 

図１．小学生の主な疾病・異常等の被患率（令

和２年度）：現在でも、う歯（むし歯）を有する

小学生は多い（出典：令和２年度学校保健統計

調査（文部科学省）[6]） 

 

図２．０～14歳の主な疾患の国民医療費（平成

30年度）：有病率の高い歯科疾患は、子どもの

医療費では上位である。歯科医療費の多くをう

蝕治療が占めている。（出典：平成30年度国民

医療費（厚生労働省）[6]） 

 

図３．永久歯のう蝕経験歯を有する者の割合

（％）の年次推移：う蝕経験歯を有する高齢者

は増加しており、若いころからの予防が重要。

（出典：平成 28 年歯科疾患実態調査（厚生労働

省）[7]） 
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図４．治療が必要な永久歯のう蝕を有する者の

割合（処置歯の併有を含む）（平成 28 年度）：約

3 人に 1 人が永久歯の未処置う蝕を有する。こ

れは世界水準と同程度で、他の疾患と比べて極

めて多い。（出典：平成 28 年歯科疾患実態調査

（厚生労働省）[7]） 

 

 

図５．月あたりの家計支出金額ごとの永久歯の

う蝕経験を有する者の割合（％）（6～19 歳）：

経済状況が悪いほどう蝕経験が多いという健

康格差が認められる。（出典：口腔衛生学会雑誌 

2016 [8]） 

 

 

図６．永久歯抜歯の主な原因：う蝕は歯を失う

主な原因の１つである。う蝕の後発症としての

破折（ここでは海外の文献に合わせて、う蝕を

治療した歯が破折する場合にう蝕の後発症と

扱われることを示した）を合わせると最も多い

抜歯原因とも言える。（出典：公益財団法人８０

２０推進財団. 2018. [9]） 

 

 

２．フッ化物洗口の、う蝕予防効果 

フッ化物洗口のう蝕予防効果については次の

ようにまとめられた。 

 

 フッ化物洗口の実施により、日本においては

DMFT 指数または DMFS 指数(一人平均う蝕歯面

数)で およそ 30～80 %のう蝕予防効果が得ら

れている[10, 11]。小学校で 6 年間フッ化物洗

口を集団として実施することで 40～50％程度

のう蝕予防効果が得られており、また、洗口開

始年齢が低いほど、高いう蝕予防効果が得られ

ている。保育所・幼稚園児から中学校 3年生ま

で 11 年間フッ化物洗口法を継続実施した小児

では、80%近いう蝕予防効果が得られていたと

いう報告も存在する[12]。18～31 歳の成人を対

象に 2 年間フッ化物濃度 225ppm で週 5 回洗口

を行った場合、40 %程度のう蝕抑制率が得られ

たという報告もある[13]。フッ化物配合歯磨剤

が普及した近年においても、図７のようにおよ

そ 40％程度のう蝕予防効果が観察されている

[14]。 

また幼若永久歯は、生えて間もない歯のため

石灰化が不十分でう蝕リスクが高い。保育所・

幼稚園・こども園、学校でのフッ化物洗口は、

幼若永久歯にもう蝕予防効果を発揮し生涯に

わたる歯の健康に寄与すると考えられる。実際、

1970 年代に日本で最初に集団フッ化物洗口が

開始された新潟県弥彦村において、30～50 歳代

の成人のう蝕有病状況の調査が行われたが、集

団フッ化物洗口を経験した人では、成人期のう

蝕が少ないことが報告されている（図８）[15]。 
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図７．フッ化物洗口の効果（2007 年-09 年の新

潟県の小学校 6年生）（出典：日本歯科医療管理

学会雑誌．2013[14]） 

 

 

図８．集団フッ化物洗口を中心としたう蝕予防

プログラムによる、う蝕予防効果の検証：保育

所・幼稚園や学校での洗口実施期間が長い人ほ

ど成人期（A 群：50 歳代、B群 40 歳代、C群 30

歳代））のう蝕が少ない。（出典：厚生労働省．

2021[15]） 

 

３．集団フッ化物洗口の特徴と健康格差の縮

小効果 

 

集団フッ化物洗口の特徴と健康格差の縮小効

果については次のようにまとめられた。 

 

保育所や幼稚園、子ども園、学校などでフッ

化物洗口を集団で実施する理由は、下記のよう

にまとめられる。 

1. 多くの子どもたちにう蝕が発生する可能性

があるため、すべての子どもに効果的な予

防法を実践する必要がある（図４）。 

2. 忙しい日常の中でも継続しやすい。 

3. 家庭でのフッ化物配合歯磨剤の利用や歯科

医療機関でのフッ化物塗布などの、セルフ

ケア・プロフェッショナルケアを行う時間

や経済的な余裕、養育者の精神的な余裕な

どに乏しい子どもにも効果があり、健康格

差が縮小する。 

 

①については、予防医学の理論の中で、「少数

の高リスク群よりも、多数の低リスク群からの

発症が全体の発症数の大部分を占める」ため

「予防の矛盾（パラドックス）」が生じるという

ことで説明できる[16]。このことは、図５に示

した日本の小学校で１年間追跡調査を行った

際のう蝕の発生状況から理解ができる[17]。横

軸は追跡開始時点からのう蝕経験歯数であり、

これはその時点のう蝕リスクと深く関係して

おり、０本（カリエスフリー）の児童たちはリ

スクが低いと考えられる。リスクが高い３本以

上の児童たちからは、一人当たり 0.50 本のう

蝕が発生しており、カリエスフリーの児童の

0.26 本より多かった。しかし、集団ごとの合計

のう蝕罹患本数をみると、カリエスフリーの児

童からは 300 本ものう蝕が発生しており、他の

グループからの合計よりもはるかに多い。カリ

エスフリーであってもリスクはゼロではなく、

そのためカリエスフリーの子どもたちにもう

蝕予防は必要であることがわかる（図９）。 

 ②、③については、保育所や幼稚園、学校で

実施するフッ化物洗口は、家庭の事情に左右さ

れないため、家庭で個人的に実施するよりも継

続しやすい。また、金銭的な理由、時間的な理

由などで、必ずしも家庭でのケアが誰にでもで

きるわけではないため、集団でフッ化物洗口を

保育所や幼稚園、学校で実施することで、家庭

環境によらず効果が得られることから健康格

差が縮小することが知られている[18]。フッ化
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物洗口による健康格差の縮小は、経験的には都

道府県間の格差の縮小として知られている。３

歳時点ではフッ化物洗口が実施されておらず、

社会経済的な地域差によってう蝕の有病率に

差が生じる健康格差の報告がある[19]。本来で

あれば、この 3 歳児う蝕の地域格差は 12 歳に

も現れるはずであるが、集団でのフッ化物洗口

が普及した地域では永久歯う蝕が予防され、う

蝕の都道府県順位が改善されている傾向にあ

る。実際、図１０に示すように、３歳児のう蝕

が多くても、フッ化物洗口の普及率が高ければ、

12 歳時点のう蝕は少なくなることが示されて

いる[18]。３歳児う蝕の 47 都道府県順位が低

くても、学校等でのフッ化物洗口の実施で12歳

児の都道府県順位は大きく改善する可能性が

あると考えられている。 

 健康格差を縮小するための対策のひとつと

して、「より不利な人」と「すべての人」の両方

を対象とした「配慮ある普遍的対策」が重要で

あるといわれている[20]。集団でのフッ化物洗

口は、環境によらず、保育所や幼稚園、学校に

通うことで効果が得られることから、「配慮あ

る普遍的対策」の性質を備えたポピュレーショ

ンアプローチとして、健康格差を減らすと考え

られている。 

 

 

図９．小学生を１年間追跡した際の、う蝕の罹

患経験：リスクの低いカリエスフリー（追跡開

始時のう蝕経験歯数が０本）の児童たちから

300 本と最も多くのう蝕が発生している（出典：

Kusama ら．2020 より作成[17] 

 

 

 

図１０．図６．都道府県単位の多変量分析によ

る集団フッ化物洗口の１％普及ごとのう蝕減

少量の推定値：３歳児乳歯う蝕が多い地域ほど、

学校などでの洗口の効果が大きく 12 歳児う蝕

が少なくなることが示され、都道府県間のう蝕

の健康格差が縮小していることが示されてい

る（出典：Matsuyama ら．2016 より作成[18]） 

 

Ｄ．考 察 

世界的な状況と同様に、日本においてもう蝕

は他の疾患と比較すると有病率が高く、これが

高い国民医療費といった負担につながっている

ことが分かった。また集団フッ化物洗口が現在

の日本においても効果があり、健康格差を減ら

すことが分かった。さらに子どもの時の集団フ

ッ化物洗口の効果は、大人になっても少ないう

蝕に関連していることも分かった。 

口腔疾患の有病率の高さが広く知られるよう

になったのは、医学雑誌Lancetなどで繰り返し

報告されたことがきっかけといえる（2019年に

はLancet誌で初めての口腔保健特集が出版され

た）[21, 22]。世界的にはこうした状況を踏ま

え、「う蝕は減った」という見方を変えて、う

蝕対策の政策的なプライオリティーを上げてい

く動きがある。今回明らかになったように、日

本においてもう蝕の負担は多く、また高齢者で

はう蝕の増加傾向が認められた。こうした状況

に対応すべく、集団フッ化物洗口のさらなる普
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及が求められる。 

 

Ｅ．結 論 

 う蝕が減ったといわれる日本においても、他

の疾患と比べるとう蝕の有病率は高く人々の

負担になっていた。集団フッ化物洗口が現在の

日本でも有効で、さらに健康格差を減らすこと

が明らかになった。また成人期への恩恵もある

と考えられた。集団フッ化物洗口のさらなる普

及が求められる。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

   なし 
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